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秦野市条例第６号  

 

   秦野市介護保険に係る指定地域密着型サービス事業に関する条例 

の一部を改正する条例 

 

 秦野市介護保険に係る指定地域密着型サービス事業に関する条例（平成２４

年秦野市条例第２６号）の一部を次のように改正する。 

 第３条中「介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「施行

規則」という。）第１７条の１２に規定する介護小規模多機能型居宅介護」を

「法第８条第２３項第１号に規定するサービス」に改める。 

 第５条第２項第１号中「施行規則」を「介護保険法施行規則（平成１１年厚

生省令第３６号）」に改める。 

 第６条第２項中「施行規則」を「介護保険法施行規則」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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報告第７号 秦野市介護保険に係る指定地域密着型サービス事業に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 

新 旧 

 （指定地域密着型サービス事業者の指定）  （指定地域密着型サービス事業者の指定） 

第３条 指定地域密着型サービス事業者の指定の申請に係る法第

７８条の２第４項第１号の条例で定める者は、法人である者又

は病床を有する診療所を開設している者（複合型サービス（法

第８条第２３項第１号に規定するサービス（第１４条において

「看護小規模多機能型居宅介護」という。）に限る。）に係る

指定の申請に限る。）とする。 

第３条 指定地域密着型サービス事業者の指定の申請に係る法第

７８条の２第４項第１号の条例で定める者は、法人である者又

は病床を有する診療所を開設している者（複合型サービス（介

護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「施行

規則」という。）第１７条の１２に規定する看護小規模多機能

型居宅介護（第１４条において「看護小規模多機能型居宅介 

護」という。）に限る。）に係る指定の申請に限る。）とする。 

 （指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の基本方針等）  （指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の基本方針等） 

第５条 （略）  第５条 （略） 

２ 前項に規定する援助等を行うため、指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護においては、次の各号に掲げるサービスを提供

するものとする。 

２ 前項に規定する援助等を行うため、指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護においては、次の各号に掲げるサービスを提供

するものとする。 

 (1) 訪問介護員等（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の

提供に当たる介護福祉士又は法第８条第２項に規定する政令

で定める者（介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第 

３６号）第２２条の２３第１項に規定する介護職員初任者研

修課程を修了した者に限る。）をいう。次号及び第３号にお

いて同じ。）が、定期的に利用者の居宅を巡回して行う日常

 (1) 訪問介護員等（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の

提供に当たる介護福祉士又は法第８条第２項に規定する政令

で定める者（施行規則第２２条の２３第１項に規定する介護

職員初任者研修課程を修了した者に限る。）をいう。次号及

び第３号において同じ。）が、定期的に利用者の居宅を巡回

して行う日常生活上の世話 
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生活上の世話 

 (2)－(4) （略）  (2) －(4) （略） 

 （指定夜間対応型訪問介護の基本方針等） （指定夜間対応型訪問介護の基本方針等） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 前項に規定する援助を行うため、指定夜間対応型訪問介護に

おいては、定期的に利用者の居宅を巡回して行う夜間対応型訪

問介護（次項において「定期巡回サービス」という。）、あら

かじめ利用者の心身の状況、その置かれている環境等を把握し

たうえで、随時、利用者からの通報を受け、通報内容等を基に

訪問介護員等（指定夜間対応型訪問介護の提供に当たる介護福

祉士又は法第８条第２項に規定する政令で定める者（介護保険

法施行規則第２２条の２３第１項に規定する介護職員初任者研

修課程を修了した者に限る。）をいう。次項において同じ。）

の訪問の要否等を判断するサービス（次項において「オペレー

ションセンターサービス」という。）及びオペレーションセン

ター（オペレーションセンターサービスを行う事務所をいう。

次項において同じ。）等からの随時の連絡に対応して行う夜間

対応型訪問介護（以下「随時訪問サービス」という。）を提供

するものとする。 

２ 前項に規定する援助を行うため、指定夜間対応型訪問介護に

おいては、定期的に利用者の居宅を巡回して行う夜間対応型訪

問介護（次項において「定期巡回サービス」という。）、あら

かじめ利用者の心身の状況、その置かれている環境等を把握し

たうえで、随時、利用者からの通報を受け、通報内容等を基に

訪問介護員等（指定夜間対応型訪問介護の提供に当たる介護福

祉士又は法第８条第２項に規定する政令で定める者（施行規則

第２２条の２３第１項に規定する介護職員初任者研修課程を修

了した者に限る。）をいう。次項において同じ。）の訪問の要

否等を判断するサービス（次項において「オペレーションセン

ターサービス」という。）及びオペレーションセンター（オペ 

レーションセンターサービスを行う事務所をいう。次項におい

て同じ。）等からの随時の連絡に対応して行う夜間対応型訪問

介護（以下「随時訪問サービス」という。）を提供するものと

する。 

３ （略） ３ （略） 
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   附 則  

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。  
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